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・関連業界の将来の変革
を見通した技術・システ
ム革新シナリオを作成
し、その実現に不可欠な

  キーテクノロジーを特定
• 基礎研究をキーテクノロ

ジーへと結び付けるアプ
ローチ、克服すべき技術
面等の課題を抽出

• 企業による民間資金を活
用したマッチングファン
ド形式

• 学生や若手研究者を含む
多様な人材の参加を推奨
し、人材育成をはかる

・「産学官連携による共同
研究強化のためのガイド
ライン」に基づき、大学等
が行う産学官連携の先進
的な取り組みを加速する

大学等

民間企業 産学による技術・
システム革新シナリオ
の共同作成

シナリオ実現に向けた
共創コンソーシアム
体制の構築

非競争領域にお
ける産学共同研
究・人材育成の
実施

産学パートナーシップ
を拡大し、我が国のオー
プンイノベーションを
加速することを目指す

新たな基幹産業の育成
の核となる革新的技術
創出を目指す

「組織」対「組織」の本格的な産学連携

支 援

「本格的な産学共同研究」を通じて、
日本のオープンイノベーションを加速する！

我が国が直面する、経済・社会の構造が日々大きく変化する「大変革時代」において、新たな未来を切り拓き、国内外の諸
課題を解決していくため、科学技術イノベーションの強力な推進が求められています。

JST（国立研究開発法人科学技術振興機構）「産学共創プラットフォーム共同研究推進プログラム」（OPERA）では、産業
界との協力の下、大学等が知的資産を総動員し、新たな基幹産業の育成に向けた「技術・システム革新シナリオ」の作成と、
それに基づく学問的挑戦性と産業的革新性を併せ持つ非競争領域※での研究開発を通して、基礎研究や人材育成における
産学パートナーシップを拡大し、我が国のオープンイノベーションを加速することを目指します。

OPERAは、民間資金とのマッチングファンドにより、新たな基幹産業の育成の核となる革新的技術の創出を目指すととも
に、新たな基幹産業の育成が図れる持続的な研究環境・研究体制・人材育成システムを持つプラットフォームを形成する
ことを目的とします。

●民間企業が拠出する民間資金と、JSTの委託研究開発費によるマッチングファンドにより研究開発の推進
●JSTの委託研究開発費は、「研究開発費」と「調査推進費」に分かれます。
　研究開発費：2500万円～1.5億円／年度を上限として、民間資金と同額までを支援します。
　調査推進費： 技術・システム革新シナリオの最適化、非競争領域における研究開発の企画、民間資金管理、成果の取扱い等、 

共創コンソーシアムの活動を推進する経費

支援タイプ 共創プラットフォーム型 OI機構連携型 共創プラットフォーム育成型

既採択件数 7件 6件 6件

JST委託費/年度※
（間接経費含む）

調査推進費 20百万円
研究開発費 150百万円

調査推進費 10百万円
研究開発費 90百万円

FSフェーズ： 調査推進費 5百万円
 研究開発費 25百万円
本格実施： 調査推進費 20百万円
 研究開発費 150百万円

実施期間 5年度 5年度 6年度（FS2年度、本格実施4年度）

※政府予算の成立を前提。研究開発費は上限値。

事 業 概 要

※非競争領域（pre-competitive stage）：学術論文の発表が可能で、大学等や複数の民間
企業において研究開発成果に関する情報の共有が可能な基礎的・基盤的研究領域
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を見通した技術・システ
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  キーテクノロジーを特定
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ド形式

• 学生や若手研究者を含む
多様な人材の参加を推奨
し、人材育成をはかる

・「産学官連携による共同
研究強化のためのガイド
ライン」に基づき、大学等
が行う産学官連携の先進
的な取り組みを加速する
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民間企業 産学による技術・
システム革新シナリオ
の共同作成

シナリオ実現に向けた
共創コンソーシアム
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非競争領域にお
ける産学共同研
究・人材育成の
実施

産学パートナーシップ
を拡大し、我が国のオー
プンイノベーションを
加速することを目指す

新たな基幹産業の育成
の核となる革新的技術
創出を目指す

「組織」対「組織」の本格的な産学連携

支 援

プログラムの推進体制

JST

産学共創プラットフォーム推進委員会事務局

研究領域

共創コンソーシアム

研究領域

共創コンソーシアム

研究領域

共創コンソーシアム

推進委員会メンバー
（2021年7月現在）

◆委員長（プログラムオフィサー）　　
　須藤　亮 元　株式会社東芝　副社長
◆委員
　穴澤　秀治  一般財団法人バイオインダストリー協会　先端技術開

発部長
　岸本　康夫 JFEスチール株式会社　スチール研究所　研究技監
　京藤　倫久 株式会社明電舎　技術顧問
　高西　淳夫 早稲田大学　創造理工学部総合機械工学科　教授
　田原　修一 技術研究組合光電子融合基盤技術研究所　専務理事
　古市　喜義 元　アステラス製薬株式会社　執行役員
　前田　英作 東京電機大学　知能創発研究所　所長・教授
　栁下　彰彦  弁護士法人内田・鮫島法律事務所　パートナー弁護士・

弁理士

研究領域

共創コンソーシアム(大学等×民間企業)
● 技術・システム革新シナリオの作成・管理、産学共同による基礎研究の企画 
● 基礎研究、人材育成の実施
● 共同研究体制の構築(費用負担の適切化、知財の取扱、人材交流等) 
● マッチングファンドの管理

領域統括 : PL(幹事機関所属)
• 研究領域全体の活動を統括。領域内予算配分、テーマ改廃、体制構築等に関する強い権限により領域活動

を牽引。
• 技術・システム革新シナリオの深い理解に基づき、学問的挑戦性と産業的革新性を併せ持つ異分野融合

の研究領域を設計する中心的な役割を担う。
• 企業群とのすり合わせや個別の研究開発課題に関するチーム編成ついて責任を負う。
幹事機関
• 領域統括が所属、「共創コンソーシアム」の運営

キーテクノロジー キーテクノロジー キーテクノロジー

研究開発課題 研究開発課題 研究開発課題

研究開発課題 研究開発課題 研究開発課題

研究開発課題 研究開発課題

産学共創プラットフォーム推進委員会
● 領域活動の進捗状況の管理・把握
● 共創コンソーシアムへの助言・指導

● 研究領域の審査
● 研究開発課題の研究計画の審査
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採択領域の概要図

酸化制御共創コンソーシアム
幹事機関：大阪大学
領域統括：井上　豪

量子アプリ共創コンソーシアム
幹事機関：大阪大学
領域統括：中野 貴志

埋込型・装着型デバイス
共創コンソーシアム
幹事機関：信州大学
領域統括：齋藤 直人

社会活動継続技術共創コンソーシアム
幹事機関：東京工業大学
領域統括：吉敷 祥一

物質・エネルギーリノベーション
共創コンソーシアム
幹事機関：名古屋大学
領域統括：北　英紀

超スマートエネルギー社会基盤技術
共創コンソーシアム
幹事機関：京都大学
領域統括：木本 恒暢

「ゲノム編集」産学共創コンソーシアム
幹事機関：広島大学
領域統括：山本　卓

人間機械協奏技術コンソーシアム
幹事機関：名古屋大学
領域統括：武田 一哉

共創プラットフォーム型
H28年度採択領域

共創プラットフォーム型
H29年度採択領域

共創プラットフォーム育成型
H30年度採択領域

オープンイノベーション機構連携型
H30年度採択領域

共創プラットフォーム育成型
R1年度採択領域

オープンイノベーション機構連携型
R1年度採択領域
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やわらかものづくり革命共創
コンソーシアム

幹事機関：山形大学
領域統括：古川 英光

PeOPLe共創・活用コンソーシアム
幹事機関：慶應義塾大学
領域統括：宮田 裕章

Well Active Community
共創コンソーシアム
幹事機関：千葉大学
領域統括：森　千里

マルチモーダルセンシング
共創コンソーシアム

幹事機関：豊橋技術科学大学
領域統括：澤田 和明

機能性バイオ共創コンソーシアム
幹事機関：東京大学
領域統括：三谷 啓志

命をつなぐ技術コンソーシアム
幹事機関：東京農工大学
領域統括：三沢 和彦

有機材料極限機能創出・社会システム化
共創コンソーシアム
幹事機関：山形大学
領域統括：大場 好弘

IT・輸送システム産学
共創コンソーシアム
幹事機関：東北大学
領域統括：遠藤 哲郎

電力・通信融合ネットワーク
共創コンソーシアム
幹事機関：東北大学
領域統括：尾辻 泰一

食と先端技術共創コンソーシアム
幹事機関：筑波大学
領域統括：江面　浩

全固体電池技術共創コンソーシアム
幹事機関：東京工業大学
領域統括：菅野 了次
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産学共創プラットフォーム
共同研究推進プログラム
O  P  E  R  A

共創プラットフォーム型
● 平成28年度採択

IT・輸送システム産学共創コンソーシアム（東北大学） ……………………………………………   6
有機材料極限機能創出・社会システム化共創コンソーシアム（山形大学） ………………………   7
人間機械協奏技術コンソーシアム（名古屋大学） ……………………………………………………   8

「ゲノム編集」産学共創コンソーシアム（広島大学） …………………………………………………   9
● 平成29年度採択

社会活動継続技術共創コンソーシアム（東京工業大学） …………………………………………… 10
埋込型・装着型デバイス共創コンソーシアム（信州大学） ………………………………………… 11
量子アプリ共創コンソーシアム（大阪大学） ………………………………………………………… 12

● 平成30年度採択
Well Active Community共創コンソーシアム（千葉大学） ……………………………………… 13
機能性バイオ共創コンソーシアム（東京大学） ……………………………………………………… 14
命をつなぐ技術コンソーシアム（東京農工大学） …………………………………………………… 15
マルチモーダルセンシング共創コンソーシアム（豊橋技術科学大学） …………………………… 16

● 令和元年度採択
電力・通信融合ネットワーク共創コンソーシアム（東北大学） ……………………………………… 17
食と先端技術共創コンソーシアム（筑波大学） ……………………………………………………… 18

共創プラットフォーム育成型

● 平成30年度採択
やわらかものづくり革命共創コンソーシアム（山形大学） ………………………………………… 19
PeOPLe共創・活用コンソーシアム（慶應義塾大学） ……………………………………………… 20
物質・エネルギーリノベーション共創コンソーシアム（名古屋大学） ……………………………… 21
超スマートエネルギー社会基盤技術共創コンソーシアム（京都大学） …………………………… 22

● 令和元年度採択
全固体電池技術共創コンソーシアム（東京工業大学） ……………………………………………… 23
酸化制御共創コンソーシアム（大阪大学） …………………………………………………………… 24

オープンイノベーション機構連携型

※ () 内は、各コンソーシアムの幹事機関

JSTは持続可能な開発⽬標（SDGs）の達成に貢献します!
2015年9月の国連総会において「我々の世界を変革する：持続可能な開発の
ための2030アジェンダ」が全会一致で採択されました。「持続可能な開発目標

（Sustainable Development Goals：SDGs）」の17の目標と169のターゲッ
トは、わが国を含む地球的・人類的課題を包摂して掲げた国際的な目標です。
SDGsに関するJSTの取組等については、下記のウェブサイトをご参照ください。

●和 ⽂  https://www.jst.go.jp/sdgs/actionplan/index.html
●英 ⽂  https://www.jst.go.jp/sdgs/en/actionplan/index.html 

各大学の産学連携マネジメント改革について ………… 25-28
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共創プラットフォーム型

参画機関
（大学等）

東北大学、京都大学、山形大学

参画機関
( 民間企業）

東京エレクトロン（株）、キーサイト・テクノロジー・インター
ナショナル（同）、（株）アドバンテスト、（株）東栄科学産業、

（株）ティ・ディ・シー、東北イノベーションキャピタル（株）
他　（計30社）

コンソーシアム
概要

本プロジェクトでは、東北大学・京都大学・山形大学と先
進的企業群の理工学と人文社会学の力を結集して、知財
等の制度改革を行い、エネルギー・労働力問題の社会的
要請を受けて、①極限低消費電力IoT用エッジコンピュー
ティングデバイス、②高効率エネルギー変換ハイブリッド
集積パワーデバイス、③労働力の高利用効率な輸送システ
ム向け知的エレクトロニクスシステム にかかる非競争領
域の研究開発テーマをたて、その革新的技術群の創出と
人材育成を担う産学共創プラットフォームの形成を目的と
します。

IT・輸送システム産学共創コンソーシアム
世界の知を呼び込むIT・輸送システム融合型エレクトロニクス技術の創出

ウェブサイト （Web）▶ http://www.cies.tohoku.ac.jp/opera/

● 所属部署 国際集積エレクトロニクス研究開発センター
● 役　　職 センター長遠

えんどう

藤　哲
て つ お

郎東北大学 領域統括幹事機関

研究開発期間：2016年度～2021年度

お問い合わせ先 東北大学
 産学連携機構イノベーション推進支援室　OPERA 支援室

宮城県仙台市青葉区荒巻字青葉 468-1
TEL. 022-796-3405 ／ E-mail  opera-shien@grp.tohoku.ac.jp

平成28年度採択

「 IT・輸送システム融合型産学共創プラットフォーム 」

本産学共創プラットフォームでは、エネルギー問題、労働力
問題という経済的、社会的変動要因を踏まえ、ITと輸送シ
ステムの融合技術をキーテクノロジーと設定し、その非競
争領域での革新的コア技術を産学が共同して創出し、社会
システム・産業構造の大きな変革と新しい市場開拓を目
指します。加えて、本提案の非競争領域である産学共創プ
ラットフォーム事業と既に提案者が実施している競争領域
であるCIESコンソーシアムとのシナジー効果により、「資
金」、「知」、「人材」の好循環を加速させることを踏まえて、
社会実装を目指します。

【目指す社会システムの変革】
エネルギー問題や労働力問題に解を与え得る非競争領域
における本共創プラットフォームが創出する革新的なIT・
輸送システムを支える超低消費電力化技術、低損失パワー
エレクトロニクス技術、知的グリーンパワーエレクトロニク
ス技術は、誰もが便利さ（サービス）を享受できる持続的成
長社会システムへの変革を推し進めます。

社会実装を目指す新たな価値（プロジェクト目標）

世界の知を呼び込むIT・輸送システム融合型エレクトロニクス
技術の創出 研究開発の成果

トピックス
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共創プラットフォーム型

参画機関
（大学等）

山形県立米沢栄養大学、九州大学、産業技術総合研究所、
鶴岡工業高等専門学校

参画機関
( 民間企業）

帝人㈱、㈱セリアエンジニアリング、竹田印刷㈱、東京プロ
セスサービス㈱、㈱モレスコ、関東化学㈱、㈱ユー・コーポ
レーション、日立化成㈱、東ソー㈱、アルケマ㈱、三菱ケミカ
ル㈱、㈱荘内銀行、三菱ガス化学㈱、㈱日本触媒、旭化成メ
ディカル㈱、住友ゴム工業㈱、㈲芳尾電気化学研究所、㈱山
形銀行、セパレータデザイン㈱、㈱弘栄ドリームワークス、
江崎グリコ㈱、第一工業製薬㈱、㈱横河電機製作所、㈱ジン
ズホールディングス、住友精化㈱　（計25社）

コンソーシアム
概要

超スマート社会Society5.0の実現に向けては、柔らかく・
優しく・作りやすい・エネルギーがかからない・どこでも
電気を蓄えられる等の機能を有する有機材料が必須とな
ります。分子創製の無限の可能性を真に活用し、（1）ソフ
ト機能材料・デバイス （2）ソフトセンシング （3）ソフトメカ
ニクス （4）ソフト蓄電デバイスの4テーマで、有機材料の極
限的な機能創出の学問的な挑戦をすることで4分野それぞ
れの革新的な産業の新展開を先導します。また、これらの
技術を高度にインテグレートした新領域「ソフトマターロボ
ティクス」分野を創造します。

有機材料極限機能創出・社会システム化共創コンソーシアム
有機材料の極限機能創出と社会システム化をする基盤技術の構築及びソフトマターロボティクスへの展開

「 やわらかロボット新時代の始まりを見逃すな！ 」

ウェブサイト （Web）▶ https://opera.yz.yamagata-u.ac.jp/

お問い合わせ先 
 

● 役　　職 特任教授大
お お ば

場　好
よしひろ

弘山形大学 領域統括幹事機関

お問い合わせ先 山形大学
 有機材料システム研究推進本部

山形県米沢市アルカディア1丁目808番48
TEL. 0238-29-0566／E-mail  kouinoel＠jm.kj.yamagata-u.ac.jp

研究開発期間：2016年度～2021年度平成28年度採択

研究開発の成果
トピックス有機材料の極限機能創出と社会システム化をする基盤技術の構築

及びソフトマターロボティクスへの展開

山形大学では、硬い構造物からなる従来のロボットとは一線を画する「柔らかなロボッ
ト」の実現に向け、新領域「ソフトマターロボティクス」を提案しています。人と近い柔
らかさを持つロボットは、その柔軟性から対人安全性が高いだけでなく、触り心地の良
さによる快適性や、生分解性による低環境負荷の実現も可能であり、従来のロボットに
は無い付加価値を有しています。人が接する可能性のある産業用・福祉用ロボット
だけでなく、回収を必要としない安価な検査・探査ロボットへも応用が期待されます。
ソフトマターロボティクスの達成には、柔らかな構造体に加えて、柔らかなアクチュ
エータ、センサ、各種デバイス、電池等の技術の高度なインテグレートが必要です。
本プロジェクトでは、これら関係研究者と参画企業によりコンソーシアムを形成し、各
技術の高度化と集積化、デモンストレーションを通じた柔らかなロボットのユース提案
等、社会実装にむけた取り組みを行っています。

社会実装を目指す新たな価値（プロジェクト目標）

7



共創プラットフォーム型

先進地域における少子化・高齢化と労働力不足や、開発地域に
おける新たな社会基盤の投資を背景にして、人間を代替するロ
ボットや、社会効率を上げる交通システムのようなHMHS（人
間機械協奏系：Human Machine Harmonizing System）に
対する需要が、今後大きく増大することが予想されています。
しかし、現状の技術では、自動機械の「機能」を主張することが
できても、「品質」すなわち、HMHSが人や社会にどれだけ「寄
り添って」いるかを評価することは容易ではありません。
そこで本提案では、自動運転が示唆する「第三の人工物」が生み
出すHMHSの開発・研究のテストベット（自動運転実験評価環
境、大規模行動データ、大規模計算環境など）を集積し、「セン
シング、データ解析、行動変容、統合評価」が一体となって、新た
なHMHSを継続的に生み出すプラットフォームを構築するこ
とを目標としています。

社会実装を目指す新たな価値（プロジェクト目標）人と知能機械との協奏メカニズム解明と協奏価値に基づく
新しい社会システムを構築するための基盤技術の創出

参画機関
（大学等）

東京工業大学、早稲田大学、産業技術総合研究所、
九州工業大学、豊橋技術科学大学

参画機関
( 民間企業）

㈱ティアフォー、東京海上日動火災保険㈱、トヨタテクニ
カルディベロップメント㈱、日本製粉㈱、㈱フレームワー
クス、㈱野村総合研究所、㈱メイテツコム、㈱フジクラ、ト
ヨタ自動車㈱、アイシン精機㈱、がんこフードサービス
㈱、オムロン㈱、他（計55社）

コンソーシアム
概要

このコンソーシアムでは、ヒトと知能機械が協奏する新し
い社会を目指し、人間と知能機械との協奏を実現するた
めの、センシング、セキュリティ、サービス、システム構築
の技術を研究し、その成果をオープンソースの基本ソフト
ウェア「Harmoware（ハーモウエア）」として整備・公開
します。さらにコンソーシアムでは、会員企業等が連携し
て、アプリケーションやサービス製品の実証実験や共同開
発を行うオープンイノベーションの場を提供します。

人間機械協奏技術コンソーシアム
人と知能機械との協奏メカニズム解明と協奏価値に基づく新しい社会システムを構築するための基盤技術の創出

「 ヒトと知能機械が協奏する新しい社会を目指して 」

ウェブサイト （Web）▶ https://hmhs.jp/

● 所属部署 未来社会創造機構
● 役　　職 教授武

た け だ

田　一
か ず や

哉名古屋大学 領域統括幹事機関

お問い合わせ先 名古屋大学 HPよりお問い合わせください（https://www.hmhs.jp/contact/）

研究開発期間：2016年度～2021年度

研究開発の成果

トピックス

サービス現場における協奏効果の定量的評価については、飲食サービス現
場での運搬ロボット導入前後の従業員の行動の変化を通じて、本来業務に
従事するエリアへの滞在時間が協奏効果を測るうえで重要な指標であるこ
とが確認されました。
また、物流サービス現場では複数の参画企業と合同計測実験を実施し、2
度のオープンデータコンテストを実施しました。

平成28年度採択

環境センシング 人間センシング環境理解 標準データ
ベース

車両制御 サービス
インタラクション

行動理解

ライダーなどセ
ンサーにより周囲
の他の車や歩行
者などを捉える
技術

従来の自動化の研究テーマ
Autoware

Harmoware
協奏サービスプラットフォーム

新たに追加された研究テーマ

障害物としてでは
なく、 知 能 機 械
を使う人間の状
態変化を捉える
技術

高精細度地図に
より自身の位置
や 周 囲 の 建 物、
道路標識などを
捉える技術

いろいろな人間
がどう反応するか
をモデル化する
ため整理された
データ

周囲の物体情報
に建物や標識情
報を統合して、車
を正しく動かす技
術

何をしようとして
いるのかを捉え、
より良い行動をと
るよう促す技術

状態変化する人
間について何をし
ようとしているの
かを捉える技術
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共創プラットフォーム型

お問い合わせ先 広島大学
 学術・社会連携室

広島県東広島市鏡山一丁目3番2号
TEL. 082-424-6093／E-mail  sangaku-renkei@office.hiroshima-u.ac.jp

ゲノム編集の社会実装により目指す新たな価値は、以下のとおり。
●  微生物が環境・資源問題を解決する。エネルギーや素材のバイオ生産

技術を創出
●  アレルギーから子供を守る技術の開発
●  医薬品の開発に必要な細胞や動物の作成技術開発
●  国内で安く利用できるゲノム編集ツールを開発し、動植物の品種改良で

の利用を実現

社会実装を目指す新たな価値（プロジェクト目標）

社会動向調査と情報発信
トピックス

参画機関
（大学等）

東京大学、九州大学、東京工業大学、徳島大学、神戸大学、
甲南大学、理化学研究所、農業・食品産業技術総合研究機
構、酒類総合研究所

参画機関
( 民間企業）

マツダ（株）、キユーピー（株）、日本ハム（株）、エディット
フォース（株）、長瀬産業（株）、大日本住友製薬（株）、三菱商
事ライフサイエンス（株）、（株）特殊免疫研究所、（株）フェ
ニックスバイオ、（株）ファスマック、東レ（株）、磐田化学工業

（株）、出光興産（株）、（株）大塚製薬工場、癸巳化成（株）、
富士フイルム（株）、日本フイルター（株）、（株）バイオパレッ
ト、（株）セツロテック、中国電力（株）、凸版印刷（株）、花王

（株）、ポーラ化成工業（株）、プラチナバイオ（株）（計24社）

コンソーシアム
概要

バイオ産業、動植物の品種改良、健康・安全、生命科学研
究などの分野で革新的な価値創造が見込まれているゲノ
ム編集技術を対象として、基礎研究と応用研究を連続的に
繋ぐゲノム編集開発プラットフォームの創成を目指します。
具体的には、日本独自のゲノム編集技術の開発を行うと同
時に、新規のゲノム編集ツールも含めそれらを活用して多
様な産業分野のニーズに沿った有用生物を作成する際に
必要な体系的な基盤技術の開発を行います。

「ゲノム編集」産学共創コンソーシアム
ゲノム編集による革新的な有用細胞・生物作成技術の創出

「 ゲノム編集によって人類の様々な問題の解決を目指す 」

ゲノム編集による革新的な有用細胞・生物作成技術の創出

ウェブサイト （Web）▶ http://www.mls .sci .hiroshima-u.ac .jp/smg/opera/index.html

● 所属部署 ゲノム編集イノベーションセンター
● 役　　職 センター長／教授山

やまもと

本　卓
たかし

広島大学 領域統括幹事機関

研究開発期間：2016年度～2020年度平成28年度採択
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共創プラットフォーム型

大規模都市建築における日常から災害時まで安心して社会活動が継続できる技術の創出

参画機関
（大学等）

東京大学、東北大学、神戸大学、芝浦工業大学

参画機関
( 民間企業）

㈱アイ・テック、オイレス工業㈱、㈱大林組、九州第一工業
㈱、㈱桐井製作所、㈱熊谷組、KYB㈱、㈱建研、高周波熱錬㈱、

（一社）COPITA、JFEシビル㈱、清水建設㈱、昭和電線
ケーブルシステム㈱、㈱人間環境デザイン研究所、日鉄エン
ジニアリング㈱、セコム㈱、耐震杭協会、大成建設㈱、㈱竹中
工務店、帝人フロンティア㈱、東急建設㈱、東北電力㈱、戸田
建設㈱、飛島建設㈱、中日本高速道路㈱、中日本ハイウェイ・
エンジニアリング東京㈱、西松建設㈱、㈱日建設計、（一社）
日本鉄鋼連盟、日本パワーファスニング㈱、（一社）ニュー
テック研究会、白山工業㈱、㈱長谷工コーポレーション、フク
ビ化学工業㈱、㈱フジタ、㈱ブリヂストン、ベカルトジャパン
㈱、前田建設工業㈱、マックス㈱、三井住友建設㈱（計40社）

コンソーシアム
概要

社会・経済機能の中枢機能が集約される大規模都市建築
を対象に、極大地震をはじめとする自然災害に対しても、安
心して社会活動が継続できる技術を創出します。具体的に
は、建物の構造安全性能を大幅に向上する技術、安全性能
を支える大型部材や免震・制振部材の安全性を実証する
技術、設備機器類等の損傷を制御して早期復旧を実現する
技術、災害時だけでなく日常から活用できるモニタリング
システム技術、情報を安心に繋げる技術を開発します。こ
れらの技術により、巨大災害時に首都圏で想定される百兆
円規模の経済損失を防ぐとともに、将来的には技術の国際
標準化を経て、世界の地震多発地域への技術展開による国
際市場の開拓を目指します。

社会活動継続技術共創コンソーシアム
大規模都市建築における日常から災害時まで安心して社会活動が継続できる技術の創出

「 日常から災害時まで、安全・安心な都市建築を目指して 」

ウェブサイト （Web）▶ http://www.sof tech.t itech.ac .jp

本研究により、従来の基準である構造物としての耐震性だけでなく、平常時
から非日常まで建物の機能と人の社会活動が継続する高層建築システムを
実現します。また、先端耐震部材の安全性実証技術を実現し、その実証法の
国際標準化を行います。さらに、従来の構造物の耐震性の基準から、機能や
社会活動の維持までを見据えた基準へと進化させて、人が安心して社会活
動を営むことができるという視点に立つ次世代の高層建築の在り方を提案
します。これにより、今後ますます加速される大都市高層建築に集中とした
社会機能をより柔軟に継続していくことができる社会へと変革させます。
また、今後30年の間に現在の耐震基準の想定を上回る強さで発生すると想
定されている首都直下型大地震による被害額は、100兆円超規模と試算さ
れています。本プロジェクトが挑む新たな価値創出により、甚大な被害の抑
止/低減を実現するとともに、これを牽引する、高い専門性と広い視野を持つ
次世代の人材を育成し輩出します。
安全と安心が結合した技術を確立し、世界に先駆けて国際標準へと展開し
ます。すなわち、日本から技術のみならず、国際標準と安心まで含めた技術
パッケージを世界へ輸出し、課題解決先進国として新たな日本の価値を創り
上げます。

社会実装を目指す新たな価値（プロジェクト目標）

● 所属部署 科学技術創成研究院
● 役　　職 教授吉

き し き

敷　祥
しょういち

一東京工業大学 領域統括幹事機関

研究開発期間：2017年度～2021年度　　　　　　

お問い合わせ先 東京工業大学
 科学技術創成研究院

神奈川県横浜市緑区長津田町4259　J3-3
TEL. 045-924-5484／E-mail  softech@softech.titech.ac.jp

平成29年度採択
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共創プラットフォーム型

参画機関
（大学等）

東北大学、北海道循環器病院、金沢医科大学、公立諏訪東
京理科大学、群馬大学、北陸先端科学技術大学院大学

参画機関
( 民間企業）

㈱アルプ再生医療研究所、㈱イナリサーチ、キッセイコム
テック㈱、㈱寿ホールディングス、㈱サンメディカル技術研
究所、㈱スキノス、帝人フロンティア㈱、メドエルジャパン
㈱、㈱ビーエムジー、㈱ブルボン、Biotronik SE & Co. 
KG、SSST㈱ 　（計12社）

コンソーシアム
概要

生体埋込型・装着型デバイスは、これまで個々に開発が進
められ、人体との相互作用についてオンリーワンの知見と
技術が積み重ねられてきました。しかし、類似した開発要
素でも個別開発に委ねる非効率性や、関連する他分野の
情報が不足する等の問題がありました。これを解決するた
めに、個々の開発データを集積・解析した「生理学的デー
タ統合システム」を構築し、それを体系化して新学域「生体
適合システム学」を創生します。これにより、オープンイノ
ベーションによるデバイス開発を加速すると共に、医療機
器承認取得のためのツールボックスを実現し、安全性評価
を構築・標準化して、新規基幹産業を育成します。

埋込型・装着型デバイス共創コンソーシアム
生理学的データ統合システムの構築による生体埋込型・装着型デバイス開発基盤の創出

● 所属部署 先鋭領域融合研究群バイオメディカル研究所
● 役　　職 所長、学長補佐、教授齋

さいとう

藤　直
な お と

人領域統括

「 オープンイノベーションにより日本の医療機器開発を加速します！ 」

ウェブサイト （Web）▶ https://www.shinshu-u.ac .jp/project/shinshu-opera/

生理学的データ統合システムの構築による生体埋込型・装着型デバイス開発基盤の創出

研究開発期間：2017年度～2021年度

お問い合わせ先 信州大学
 学術研究・産学官連携推進機構

長野県松本市旭3-1-1　信州地域技術メディカル展開センター（CSMIT）
TEL. 0263-37-3530／E-mail  su-opera@shinshu-u.ac.jp

信州大学幹事機関

平成29年度採択

1．【医療機器開発支援 Tool Box】
医療機器開発に関連する公開情報を収集、キー
ワード関連付け、カテゴライズ等を行い、キー
ワード検索が可能なサービスを提供します。

2．【承認審査支援 Tool Box】
企業等が有する医療機器の承認審査に関連す
る非公開情報を収集・解析し、ハザード・リス
ク・リスクコントロールが参照可能なサービス
を提供します。

3．【市販後調査・適応拡大支援 Tool Box】
医療機器が製品化された後の市販後調査や不
具合事象などの情報を収集・解析し、医療機器
の開発から販売後までを一体的に支援します。

社会実装を目指す新たな価値（プロジェクト目標）

本プロジェクトでは、生理学的データ統合システムの構築により、医療機器の認証期間短縮と開発コスト低減による生体埋込型・装着型デバイス開発の加速と、
それによる一生涯自立して生活できる社会の実現を目指します。
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共創プラットフォーム型

参画機関
（大学等）

理化学研究所、名古屋大学、九州大学、東北大学サイクロトロ
ンRIセンター、東北大学電子光理学研究センター、京都工芸
繊維大学、量子科学技術研究開発機構、日本原子力研究開
発機構、J-PARCセンター、早稲田大学、東京大学ISC、物質
構造科学研究所、東京大学カブリIPMU、JAXA、京都大学

参画機関
( 民間企業）

（株）京都メディカルテクノロジー、HIREC（株）、イーピーエス
（株）、トヨタ自動車（株）、金属技研（株）、シマフジ電機（株）、富士電
機（株）、（株）ソシオネクスト、中部電力（株） 、（株）アトックス、（株）
日立製作所、日本メジフィジックス（株）、住友重機械工業（株）、富
士フイルム富山化学（株）、三菱電機（株）、ヤマト科学（株）、シヤ
チハタ（株）、日本システムウエア（株）、東芝デバイス&ストレージ

（株）、テリックスファーマジャパン（株）、（株）マイクロン、アンリ
ツインフィビス（株）、湘南鎌倉病院、山中湖クリニック、リゾートト
ラスト（株）、フュージョネア・ダイアグノスティックス（株）、東芝エ
ネルギーシステムズ（株）、ニチコン（株）、（株）日本中性子光学、

（株）iMAGINE-X、ローム（株）、（株）千代田テクノル（計32社）

コンソーシアム
概要

多彩な量子ビームに関わる大学・研究機関・企業が、放射
性核種・中性子・ミューオンなどの量子の高度な制御技術
を共創し、超スマート社会の安全を支える基盤技術や、豊か
な健康長寿社会実現の一翼を担う量子の新規医療応用技
術の開発を目指します。特に、モノのインターネット（IoT）
の発展で世界的に使用が急増している半導体素子の宇宙
線起源ソフトエラーの評価と対策、初診時進行がんに対し
て有効と期待されるアルファ線核医学治療など、高度な量
子アプリケーション技術の創出を先導します。

量子アプリ共創コンソーシアム
安全・安心・スマートな長寿社会実現のための高度な量子アプリケーション技術の創出

「 安全・安心・スマートな長寿社会実現のための高度な量子アプリケーション技術の創出 」

ウェブサイト （Web）▶ https://www.rcnp.osaka-u.ac .jp/~qiss/

● 所属部署 核物理研究センター
● 役　　職 センター長中

な か の

野　貴
た か し

志大阪大学 領域統括幹事機関

研究開発期間：2017年度～2021年度

お問い合わせ先 大阪大学
 核物理研究センター　QiSS 事務局

大阪府茨木市美穂ケ丘10-1
TEL. 06-6879-8924／E-mail  ou-opera@rcnp.osaka-u.ac.jp

①  集積デバイスの二次宇宙線起因ソフトエラー評価技術を確
立し、2023年までに国際標準化します。

②  難治性がん制圧のための第一選択治療法としてアルファ線
核医学治療を普及させるために、2021年度末までに医師
主導治験を開始します。

③  高分解能でリアルタイムの次世代イメージングシステムを
2021年までに開発します。

④  量子ビーム・短寿命RIを安全に取り扱う技術や基準を
2022年までに確立します。

社会実装を目指す新たな価値（プロジェクト目標）

平成29年度採択

安全・安心・スマートな長寿社会実現のための高度な
量子アプリケーション技術の創出

研究開発の成果
トピックス
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共創プラットフォーム育成型

参画機関
( 民間企業）

㈱竹中工務店、積水ハウス㈱、㈱富士通ゼネラル研究所、リ
ソル総合研究所㈱、イオン㈱、日本電気㈱、㈱山田養蜂場、
お茶の水健康長寿クリニック、パシフィックコンサルタンツ
㈱、㈱グレイス、㈱NTTドコモ、㈱ミライノラボ、トーテック
アメニティ㈱、ネスレ日本㈱、サンスター技研㈱、㈱ジャパ
ンヘルスケア、㈱ニップン、日本薬品㈱、イオンタウン㈱、㈱
ダスキン、アミタホールディングス㈱、イオンモール㈱、三
井不動産㈱（計23社）

コンソーシアム
概要

千葉大学では、2007年から工学分野（建築・環境等）から
のアプローチを主体に医学分野を融合させた「予防医学」
の観点で、健康増進に寄与する様々な研究開発を実施して
きました。そして、そこで培った知見を活かしつつ、共同で
研究開発を実施していた企業を含む大手精鋭6社を結集
し、「Well Active Community共創コンソーシアム」を組
織しました。組織は着実に成長を続けており、2021年7月
現在民間企業23社が参画する規模に成長しました。本コ
ンソーシアムでは研究成果の社会実装を目指すと共に、工
学・医学の枠を超えた新たな教育プログラムによる専門人
材育成、企業間の連携を推進します。

Well Active Community共創コンソーシアム
ゼロ次予防戦略によるWell Active Communityのデザイン・評価技術の創出と社会実装

FSフェーズ  ：2018年度～2019年度
本格フェーズ ：2020年度～2023年度

● 所属部署 予防医学センター
● 役　　職 センター長森

もり

　千
ち さ と

里千葉大学 領域統括幹事機関

「 暮らしているだけで健康（Well）で活動的（Active）になる住空間・コミュニティの創出 」

ゼロ次予防とは、運動や健康食の摂取など本人が意識的努力をせ
ずとも、暮らしているだけで健康で活動的になる住空間・コミュニ
ティーを指すものであり、建造環境を含む社会的環境の重要性に
着目したWHO（世界保健機関）によって提唱された新たな概念で
す。
本プロジェクトでは、オフィスや住宅などハード面のデザイン・設計
と、ハードに実装するソフト面の健康寿命延伸プログラム、そして
それらを科学的エビデンスにもとづき評価するデータ解析ツール
を連動させ、超少子高齢化社会を世界に先駆けて迎える我が国に
おける健康長寿社会を実現します。ここでいう健康には身体的健
康に加えて、心の健康や生きがい・幸福感などのWell-beingが含
まれています。
本プロジェクトが目標とする新たな価値としては、個人の健康寿命
延伸によるQOLの向上、世界的に拡大を続けるヘルスケア産業の
市場において消費者に訴求する健康増進のための商品の提供、健
康寿命延伸によって得られる社会保障費（医療費等）増大の抑制に
よる財政健全化などが挙げられ、学問的挑戦性と産業的革新性を
併せ持つ社会的インパクトの高い研究開発を目指しています。

社会実装を目指す新たな価値（プロジェクト目標）

ウェブサイト （Web）▶ http://opera.cpms.chiba-u.jp/

お問い合わせ先 千葉大学
 研究推進部研究推進課

千葉県千葉市稲毛区弥生町1-33
TEL. 043-290-3605／E-mail  sangaku-innovation@chiba-u.jp

平成30年度採択

ゼロ次予防戦略によるWell Active Communityのデザイン・評価技術の創出と社会実装
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共創プラットフォーム育成型

ウェブサイト （Web）▶ http://opera.cpms.chiba-u.jp/

参画機関
（大学等）

東京大学、お茶の水女子大学、国立環境研究所、産業技術
総合研究所、筑波大学、中央大学、高知大学、宮崎大学、理
化学研究所、宇都宮大学、茨城大学、国立遺伝学研究所、信
州大学、東洋大学、東北大学、東京医科歯科大学、武庫川女
子大学、金沢大学、三重大学、帯広畜産大学

参画機関
( 民間企業）

株式会社ユーグレナ、株式会社デンソー、理研食品株式会
社、株式会社アルガルバイオ、株式会社ゲノム創薬研究所、
三菱商事ライフサイエンス株式会社、パナソニック株式会
社、株式会社松風、株式会社太洋サービス、富士通クオリ
ティ・ラボ・環境センター株式会社、株式会社竹中工務店、
不二製油グループ本社株式会社、ENEOS株式会社、株式
会社ドクターズチョイス、バイオックス化学株式会社、株式
会社ニュートリション・アクト、コスモエンジニアリング株式
会社、東京電力ホールディングス株式会社、パナック株式
会社、三菱ケミカル株式会社、スバル株式会社、株式会社 
Biomaterial in Tokyo、株式会社パレオ・ラボ、あすかアニ
マルヘルス株式会社　（合計24社）

コンソーシアム
概要

CO2削減効果の大きい微細藻バイオマスを原料としたバ
イオ燃料の実用化を目指し、大学、研究所、企業の協力体制
を築くため、機能性バイオ共創コンソーシアムを立ち上げ
ました。微細藻類は化粧品、サプリメント、飼料など、私たち
の生活を健康で豊かにする成分を豊富に含んでいます。こ
のような機能性成分をさらに探索し、有用物質を効率よく
抽出・高機能化するための技術開発を行ないつつ、同時に
抽出残渣を有効利用する技術の開発なども進めることで、
燃料の製造コスト削減を可能にしていきます。培養から商
品化まで、各プロフェッショナルが多角的に研究体制を整え
て、統合したバイオリファイナリー・プロセスの創出を目指
します。

機能性バイオ共創コンソーシアム
低CO2と低環境負荷を実現する微細藻バイオリファイナリーの創出

FSフェーズ  ：2018年度～2019年度
本格フェーズ ：2020年度～2023年度

● 所属部署 大学院新領域創成科学研究科
● 役　　職 特任教授三

み た に

谷　啓
ひ ろ し

志東京大学 領域統括幹事機関

「 解き放とう藻類の秘められた力を！ 」

お問い合わせ先 東京大学
 新領域創成科学研究科

千葉県柏市柏の葉5-1-5
TEL. 04-7136-5506／E-mail  k-kenkyu@adm.k.u-tokyo.ac.jp

ウェブサイト （Web）▶ http://park. itc .u - tokyo.ac .jp/functionalbio/opera.html

低CO2と低環境負荷を実現する微細藻バイオリファイナリーの創出

単細胞の藻類である微細藻類はバイオ燃料の原料としてはもちろん、化粧品、
サプリメント、家畜飼料などに利用できる機能性成分も抽出できる魅力的なバ
イオマスです。しかし、用いる種も培養条件も異なる研究が多く、実用化への取
り組みも分散されがちでした。本プログラムでは3,000株のライブラリーとい
う強みを生かし、そこから選抜した共通の微細藻類を複数の企業が材料として
採用し、共同であるいは独自の研究を展開するというシナリオを描いています。
機能性成分の商業化と、抽出で残った成分を有効利用することで、バイオ燃料
の原料としてのコストダウンを図り、実用化を加速させていきます。CO2排出削
減に貢献する微細藻類を用いたバイオ燃料の製造プロセスと、環境への負荷が
少ない有用物質製造プロセスを融合させれば、コストダウンを実現しつつ、微細
藻類を余すところなく利用するバリューチェーンを構築できます。2030年のパ
リ協定達成を目指し、次世代バイオ燃料の中心へ、持続可能な新しい産業の礎
として、微細藻類の大きな可能性を切り開いていきます。

社会実装を目指す新たな価値（プロジェクト目標）

平成30年度採択
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共創プラットフォーム育成型

参画機関
（大学等）

一橋大学・東京医科歯科大学

参画機関
( 民間企業）

あいおいニッセイ同和損保、㈱アイセル、秋田住友ベーク
（株）、石原産業㈱、イスクラ産業㈱、SSP㈱、エステー㈱、
LG Japan Lab（株）、オムニア・コンチェルト株式会社、
関西ペイント㈱、カンロ㈱、キヤノン メディカル システムズ
㈱、コニカミノルタ（株）、コンビ㈱、サントリーモルティング
㈱、JITSUBO㈱、 ㈱JIAアグリ＆バイオ、（株）CeSPIA、
田中貴金属工業㈱、ドクターウエルネス（株）、㈱ニコン、
日本ガスコム㈱、日本電子㈱、㈱ファームロイド、富士化学

（株）、プレシジョン・システム・サイエンス㈱、ピーエルジェ
イインターナショナル（株）、㈱マツモト交商、マハロ・ワー
クス（株）、㈱マルコム、三鷹光器㈱、三菱ケミカル㈱、三菱
瓦斯化学（株）、㈱明治、横河電機㈱、ライフナビ（株）、ルカ・
サイエンス㈱　（計37社）

コンソーシアム
概要

東京農工大学を幹事機関として運営している命をつなぐ技
術コンソーシアムは、本格フェーズ2年目の令和3年度、2
大学・37企業で構成され、東京農工大学の持つ「生体細
胞内における生体関連分子の分布と動態を対象に、その場
で分子構造を同定しながら画像化する技術分野」の発明を
オープンイノベーションの骨格としています。
この技術に生命科学分野と獣医学・農学分野の6つのキー
テクノロジーを横断的に組み合わせ、健康・医療に関する
新しい方法を世界に先駆けて提案し、さらに当該方法の標
準化も含め社会システムとして定着していくことも見据え
ています。

命をつなぐ技術コンソーシアム
光融合科学から創生する「命をつなぐ早期診断・予防技術」研究イニシアティブ

FSフェーズ  ：2018年度～2019年度
本格フェーズ ：2020年度～2023年度

● 所属部署 大学院工学研究院
● 役　　職 工学研究院長三

み さ わ

沢　和
かずひこ

彦東京農工大学 領域統括幹事機関

「 “見える”が拓くミライ　～命あるもの全ての命をつなぎ、よりよく生きるミライへ～ 」

ウェブサイト （Web）▶ https://sp.opera.tuat .ac .jp/

光融合科学から創生する「命をつなぐ早期診断・予防技術」研究イニシアティブ

世界各国が高齢化社会を迎える中、他国に先んじてこの課題に直面してきた“高齢化先進国”である日本
が創出する健康・医療サービスに対し、大きな注目が集まっています。
光科学分野における最先端技術をキーテクノロジーの骨格にし、生命科学分野と獣医学・農学分野に設
定した6つのキーテクノロジーを領域横断的に組み合わせ、革新的な「命をつなぐ早期診断・予防技術」
を提案。命あるもの全ての命をつなぎ、よりよく生きることへの貢献をそのミッションとしています。
また、アカデミアとして新たにチャレンジしながら、産業分野との共同研究を推進して日本発の革新的医
薬品、医療機器、機能性食品等の創出を目指します。
将来的に、これらの成果が、標準化を含め社会システムとして定着していくことも見据えています。

社会実装を目指す新たな価値（プロジェクト目標）

お問い合わせ先 東京農工大学
 産学連携室内　OPERA 事務局

東京都小金井市中町2-24-16
TEL. 042-388-7008／E-mail  tuat_opera-groups@go.tuat.ac.jp

平成30年度採択
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共創プラットフォーム育成型

ウェブサイト （Web）▶ https://sp.opera.tuat .ac .jp/

参画機関
（大学等）

豊橋技術科学大学、愛媛大学、東京大学、山梨大学、長野工
業高等専門学校、一般社団法人豊橋センサ協議会

参画機関
( 民間企業）

㈱アイセロ、㈱アロマビット、イムラ・ジャパン㈱、京セラ
㈱、協和㈱、グローリー㈱、新東工業㈱、シンフォニアテク
ノロジー㈱、㈱ティアテック、㈱デンソー、東邦化成㈱、東
朋テクノロジー㈱、日本システムウエア㈱、浜松ホトニクス
㈱、㈱ファームシップ、㈱プラネット、㈱リッコー、CKD㈱、
Hinge Therapeutics,Inc,、InfiniteBio,Inc.、LG Japan 
Lab㈱、㈱PROVIGATE（計22社）

コンソーシアム
概要

豊橋技術科学大学は、見えないものを見る化学の目を持つ
センサ「イオンイメージセンサ」を世界で初めて開発し、実
用化を目指した研究開発を進めています。この「化学の目
を持つセンサ」を用いて様々な企業や研究機関と連携し、
農業、介護・癒し、医学、再生医療等の分野において今まで
捉えることのできなかった様々な事象の変化を解明してい
きます。新しい検査装置や制御装置の開発、新薬の開発や
治療法の確立、脳機能や生命現象の解明など、人々の暮ら
しや健康を守るセンサとして新産業の創出へとつなげ、明
るく豊かな未来社会創成に貢献します。

ウェブサイト （Web）▶ https://opera.tut .ac .jp/

マルチモーダルセンシング共創コンソーシアム
物理・化学情報をミクロンレベルで可視化するマルチモーダルセンシング技術の創出

FSフェーズ  ：2018年度～2019年度
本格フェーズ ：2020年度～2023年度

● 所属部署 大学院工学研究科
● 役　　職 教授澤

さ わ だ

田　和
かずあき

明豊橋技術科学大学 領域統括幹事機関

「 見える化技術で未来を明るく 」

お問い合わせ先 豊橋技術科学大学
 OPERA Project Management Office（OPERA推進室）

愛知県豊橋市天伯町雲雀ヶ丘 1-1
TEL. 0532-81-5138 ／ E-mail  opera@office.tut.ac.jp

物理・化学情報をミクロンレベルで可視化するマルチモーダル
センシング技術の創出 研究開発の成果

トピックス

イオンイメージセンサを約 0.1mm に薄型化し、チッ
プ形状や実装を工夫することで、低侵襲な刺入型セ
ンサを実現しました。植物の茎やマウスの脳に刺入し、
植物内の水分蒸散や視覚刺激に対する体内変化の観
察に成功しました。刺入型センサは植物や生物の内
部で起こる現象を解明する手段として期待されます。

平成30年度採択

本プロジェクトは、見えない化学現象をみることができる「イオンイメージセン
サ」の技術をベースとしています。5ミリ角の小さなセンサチップの中に化学
的、薬理的、生理学的等ありとあらゆる反応検出機能を入れ込む”マルチモー
ダルセンサ”を実現します。このセンサを用いて必要な情報以外に一見不必
要と思われる情報も取得し、ディープラーニング等の解析手法を駆使し、状態

が悪くなる前に兆候を察知して手を打てるような新しい仕組み作りを提案し
ます。参画企業と共に超スマート社会を支える半導体の活性化に向けた取組
みや、病気の検査、農作物の生育状況や病害被害、食品の大量廃棄の回避な
ど社会が直面する問題に対して向き合い、新たな価値の創造や新産業の創出
を目指します。

社会実装を目指す新たな価値（プロジェクト目標）
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共創プラットフォーム育成型 令和元年度採択

参画機関
（大学等）

金沢工業大学

参画機関
( 民間企業）

日本電信電話（株）、古河電気工業（株）、パナソニック（株）

コンソーシアム
概要

Society5.0時代の都市や地域における機能やサービス
の効率化・高度化、およびデジタルトランスフォーメーショ
ンや サブスクリプションなどの産業構造変化への迅速か
つ柔軟な対応が可能なスマートシティー／コンパクトシ
ティーの都市OSを創出する。また、経済的な再生可能エ
ネルギーの大量導入実現のため、情報通信と電力各ネット
ワークを連携させ、「ICTシステムへの電力供給」と「ICTを
活用した直流マイクログリッド間の電力融通」の観点で最
適化した、スケーラビリティーとレジリエンスを具備した電
力と情報通信のネットワーク融合基盤の研究開発を行う。

電力・通信融合ネットワーク共創コンソーシアム
自律分散協調型直流マイクログリッドの全体最適化を実現する電力・通信融合ネットワーク基盤技術の創出

FSフェーズ  ：2019年度～2020年度
本格フェーズ ：2021年度～2024年度（予定）

● 所属部署 電気通信研究所
● 役　　職 教授尾

お つ じ

辻　泰
たいいち

一東北大学 領域統括幹事機関

「 R-EICT（Resilient Electric power and Information and Communication）による Society5.0 の実現 」

ウェブサイト （Web）▶ https://web.tohoku.ac .jp/opera/

自律分散協調型直流マイクログリッドの全体最適化を実現する電力・通信融合ネットワーク基盤技術の創出

■ Society5.0時代の都市や地域における機能やサービスの効率化・高度化、及びデジタルトランスフォーメーション等の産業構造　変化への迅速かつ柔軟な対
応が可能な、持続可能かつレジリエントな　スマートシティ/コンパクトシティの都市OSの創出

■ 経済的な再生可能エネルギーの大量導入の実現
■ 情報通信、電力の各ネットワークを連携させ、「ICTシステムへの電力供給」と「ICTを活用した直流マイクログリッド間の電力融通」の観点で最適化した、スケー

ラビリティとレジリエンスを具備した電力と情報通信のネットワーク融合基盤の創出

社会実装を目指す新たな価値（プロジェクト目標）

お問い合わせ先 東北大学
 電気通信研究機構　OPERA支援室

宮城県仙台市青葉区片平 2-1-1
TEL. 022-217-5573, 5574 ／ E-mail  roec-kikoh@grp.tohoku.ac.jp
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共創プラットフォーム育成型

参画機関
（大学等）

かずさDNA研究所、京都大学、京都橘大学、国際基督教大
学、千葉大学、東京大学、奈良女子大学、新潟大学、 新潟県
農業総合研究所作物研究センター、農研機構、明治大学

参画機関
( 民間企業）

㈱朝日工業社、㈱インプランタイノベーションズ、OATア
グリオ㈱、亀田製菓㈱、㈱木田屋商店、CYBERDYNE㈱、
サナテックシード㈱、JFEエンジニアリング㈱、㈱ツムラ、
㈱天地人、㈱トーヨーエネルギーファーム、日清食品ホール
ディングス㈱（計12社）

コンソーシアム
概要

『食』に関する社会的課題として、地球の人口増加と異常気
象に伴う将来の食料不足、農業就業者の高齢化と労働力不
足、需要と供給の偏在などがあげられる。SDGs「すべて
の人に健康と福祉を」に向けた国際的活動もあり、食と健康
の課題に対して科学が介入する必然性は存在する。本コ
ンソーシアムでは、特に植物を中心とした先端技術による
品種開発／先端技術による生産性向上システム開発／先
端技術により作出された作物の社会実装加速化／新規機
能性食品素材の開発／植物による有用物質生産技術を開
発し、新たな食の価値観の創生・拡大を進め、食に関する
産業のイノベーションを推進します。

食と先端技術共創コンソーシアム
食の未来を拓く革新的先端技術の創出

FSフェーズ  ：2019年度～2020年度
本格フェーズ ：2021年度～2024年度

● 所属部署 つくば機能植物イノベーション研究センター
● 役　　職 教授・センター長江

え づ ら

面　浩
ひろし

　筑波大学 領域統括幹事機関

「 新たな食の価値観の創生・拡大を進め、食に関する産業のイノベーションを推進 」

ウェブサイト （Web）▶ https://opera.tsukuba.ac .jp/

① 世界に誇る変異体資源やゲノム編集等の先端技術を活用し、品質・機能性
成分、生産性等に優れる高付加価値品種開発を加速します。また、これら品
種の社会実装を進めます。

② AI/ロボット等を活用した省力型施設園芸、高度な環境制御が可能な植物工
場において、効率的・安定的かつ持続可能なシステム（生産技術や資材）を
開発します。

③ 健康増進とQOLの向上に寄与する「美味しく食べて健康に」を実現するた
め、新規機能性食品素材と機能性に優れた有用物質を安定的に大量生産す
る技術を開発します。

社会実装を目指す新たな価値（プロジェクト目標）

令和元年度採択

食の未来を拓く革新的先端技術の創出

お問い合わせ先 筑波大学
 産学連携部　産学連携企画課

茨城県つくば市春日1-2 高細精医療イノベーション棟1F
TEL. 029-859-1485／E-mail  opera-sanren@un.tsukuba.ac.jp

研究開発の成果
トピックス
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オープンイノベーション機構連携型 平成30年度採択

コンソーシアム
概要

ソフト3D界面は、ソフト材料（樹脂・有機半導体・インク等）同士や
ソフト材料と他の材料（セラミック・金属等）が、でこぼこ・球面・曲
面などの 3次元状界面で接する状態を表し、やわらかさ・柔軟性・
変形性を維持しながら、接着・導電・絶縁・光電変換・ガスバリア
などの機能性を併せ持っています。 これら2つの相反する機能を
高度に融合させたソフト3D界面のマテリアル創製と次世代のプロ
セス革新を究める学問的挑戦を産学共同のコンソーシアムで行い
ます。 これによりニーズに対応した少量多品種のデバイス化や製
品化が身近にできる「コンビニエンス・ファクトリー」を構築し、その
先のやわらかものづくり革命へ展開させます。

やわらかものづくり革命共創コンソーシアム
マテリアルxプロセスイノベーションによる革新的ソフト3D界面の創製とやわらかものづくり革命への展開

● 所属部署 理工学研究科
● 役　　職 教授古

ふるかわ

川　英
ひでみつ

光領域統括

参画機関
( 民間企業）

㈱LIGHTz、ダイキン工業㈱、㈱クレハ、平河ヒュー
テック㈱、日本コークス工業㈱、岐阜プラスチック
工業㈱、セイコーインスツル㈱、㈱ミマキエンジニ
アリング、理想科学工業㈱、東京エレクトロン㈱、㈱
シンクラボラトリー、コニカミノルタ㈱、花王㈱、京
セラ㈱、イノラックスジャパン㈱、㈱タケトモ、信越
化学㈱、ルミオテック㈱、㈱フジキン、日本ニューマ
チック工業㈱、竹本容器㈱、関東化学㈱、ウシオケ
ミックス㈱、東洋アルミニウム㈱、伊勢化学工業㈱

（計25社）

「 3D界面が生み出すやわらかい製品デバイスがものづくり革命を起こす 」

ウェブサイト （Web）▶https://cnvfab.yz.yamagata-u.ac.jp/

●  海外では既にデジタル化・コンピューター化による製造業の革新・ものづくり革命
が進められ、また国内の一部では、無機材料を中心にマテリアルとプロセスのIoTや
AI活用が盛んになりつつあります。しかしながら、マテリアルとプロセスの科学技術
までを結びつけた研究や製造業と直結させる取り組みはまだ本格化していない状況
となっています。

●  このプロジェクトでは、2023年頃までに革新的ソフト3D界面に関し、マテリアルx
プロセスイノベーションで学問的挑戦をし、具体的に次のような各基盤技術分野を
開拓し、競争領域に発展させます。（1）人工知能が活用されたソフト材料の3Dプロ
セス革新、（2）ソフト3D界面を創製するインクジェット技術、（3）3D立体曲面上
への電子回路印刷技術、（4）変形する3D界面でもガスバリア性を有するデバイス
創製、（5）ソフト3D界面で機能する有機半導体及び光電変換

●  2030年頃に，個別ニーズによる少量多品種のデバイス化や製品化が身近にできる
コンビニエンス・ファクトリーを実現します。この先に日本のものづくりの大革命を
起こし、新たなもにづくり産業を生み出します。

社会実装を目指す新たな価値（プロジェクト目標）

マテリアルxプロセスイノベーションによる革新的ソフト3D界面の創製とやわらかものづくり革命への展開

お問い合わせ先 山形大学
 有機エレクトロニクスイノベーションセンター事務室

山形県米沢市アルカディア 1-808-48
TEL. 0238-29-0566 ／ E-mail  kouinoel@jm.kj.yamagata-u.ac.jp

山形大学幹事機関

研究開発期間：2018年度～2022年度
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オープンイノベーション機構連携型 平成30年度採択

コンソーシアム
概要

本コンソーシアムでは Society5.0・データ駆動型社会を牽引する、人々を中心
とした情報プラットフォーム「PeOPLe」の共創・活用を促進し、個人にフォーカ
スしてデータを整理・統合し、きめ細かいプレシジョンヘルスケア等の高度な次
世代サービスの共創による wellbeing の実現を目指しています。
個人に紐づく多様な情報は、本人同意のもと安全に保管され、かつ多様なステー
クホルダーによる利活用が可能となり、様々な場面でライフイノベーションを牽
引していきます。 

「PeOPLe」共創・活用コンソーシアムでは、情報を作り・基盤上でつなげ・社
会へと開く各工程で必要な技術的課題の解決と新たなサービスの創出と合わせ
て、 データを活用するために必要な社会的合意形成の推進を目標としています。
本プロジェクトは、「人生 100 年時代の健康長寿を支えるスマート社会の創
成」の実現を目指す慶應義塾大学イノベーション推進本部と緊密に連携し、

「PeOPLe」の共創とともに新たな製品・サービスの一日も早い社会実装を目
指しています。

PeOPLe共創・活用コンソーシアム
人々を軸にあらゆる情報をオープンに活用する基盤「PeOPLe」によるライフイノベーションの創出

● 所属部署 医学部医療政策・管理学教室
● 役　　職 教授宮

み や た

田　裕
ひろあき

章領域統括

参画機関
（大学等）

東京大学、国立国際医療研究セン
ター、理化学研究所、国立精神・
神経医療研究センター、新潟医療
福祉大学、北里大学

参画機関
( 民間企業）

コニカミノルタ㈱、日本ユニシス㈱、
㈱MICIN、富士フイルム㈱、㈱ポケ
モン、アストラゼネカ㈱、東京海上日
動あんしん生命保険㈱、武田薬品工
業㈱、田辺三菱製薬㈱、ソフトバンク
㈱（計10社）

「 価値の共創を通した持続可能なウェルビーイング社会の実現 」

ウェブサイト （Web）▶https://www.people-tonomachi.com/

IoTの進歩によって世界中でこの瞬間にも、これまでにないほどの量のデータ
があらゆるところで生み出され、蓄積され続けています。ヒトやモノの状態を
計測するデバイスが次々と誕生し、今までにみることのできなかった状態、さ
らには近未来の予測も可能になってきました。日々生み出されるデータをAI
が解析し、生活者に「よりよい行動」「よりよい生活」を提案し、一人ひとりが自
分に最適なWellbeingを手にする世界が確実にやってくるでしょう。

「PeOPLe」共創・活用コンソーシアムによって、個人に最適な健康・医療・介護
サービスを提供するために最適なデータ利活用の仕組みを整えることができ
ます。これによりデータを一部の人々が独占し社会をコントロールするので

はなく、データを共有財産として様々な社会課題の解決に向けて活用し、イノ
ベーションを牽引する多様なプレーヤーの創出、巻き込みができ、社会実装・
ビジネスへの活用が実現します。

「PeOPLe」共創・活用コンソーシアムが描く技術・システム革新シナリオによ
り、時間・場所によらず人々をサポートすることが可能となります。このシナリ
オを通じて、高齢化・人口減少時代に直面した日本だけでなく、世界の様々な
人々と連携を行い、新たなテクノロジーを活用して日本発の社会システムが
世界を支え、同時に日本の未来を切り拓きます。

社会実装を目指す新たな価値（プロジェクト目標）

人々を軸にあらゆる情報をオープンに活用する基盤「PeOPLe」によるライフイノベーションの創出

お問い合わせ先 慶應義塾大学
 殿町先端研究教育連携スクエア（殿町タウンキャンパス）

神奈川県川崎市川崎区殿町 3-25-10 （Research Gate Building TONOMACHI 2-A 棟 4 階）
TEL. 044-201-7466 ／ E-mail  opera-tonomachi@adst.keio.ac.jp

慶應義塾大学幹事機関

研究開発期間：2018年度～2022年度
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オープンイノベーション機構連携型

コンソーシアム
概要

豊かな未来社会の構築には、地域の生活に安心と
活力を生み出すエネルギー・物質の好循環システ
ムの確立が不可欠です。地域を形成するステーク
ホルダーが持つ地域資源（人・社会・環境エネル
ギー）を有機的に結合して、各々の地域に適した、物
質とエネルギー間の変換、蓄積、輸送を最小限のロ
スで実現する技術の開発と地域社会への協調的実
装を図り、地域イノベーションを創出します。

物質・エネルギーリノベーション共創コンソーシアム
地域資源活用型エネルギーエコシステムを構築するための基盤技術の創出

● 所属部署 大学院工学研究科
● 役　　職 教授北

きた

　英
ひ で き

紀領域統括

参画機関
（大学等）

信州大学、大阪市立大学、芝浦工業大学、東京理科大学

参画機関
( 民間企業）

石福金属興業㈱、いすゞ 自動車㈱、エア・ウォーター㈱、㈱オーク製
作所、㈱コベルコ科研、堺化学工業㈱、㈱デンソー、東レエンジニア
リング㈱、トヨタ自動車㈱、ナノアース、日空工業㈱、㈱放電精密加
工研究所、㈱北陸テクノ、㈱本田技術研究所、美濃窯業㈱、㈱名城
ナノカーボン、㈱ヤマト　（計17社）

「 Aging in Place 」

ウェブサイト （Web）▶http://chem.material.nagoya-u.ac.jp/opera

Society 5.0を実現し、豊かで安全・安心な地域社会を構築するためには、「地
産地消」を支えるエネルギー利用の効率化、物質の循環技術の確立は喫緊の課
題であり、資源（エネルギー・物質・人）を有効に活用した地域イノベーション
の創出がその鍵を握ります。このため、分野横断・機関横断的な研究開発に
よって、物質・物質変換、物質・エネルギー変換、エネルギー・物質変換、エネ
ルギー・エネルギー変換を高効率で処理する技術開発を大きく前進させると
ともに、その研究開発の未来を担う若手研究者を育成します。そして、「物づ
くり」、「場つくり」、「人づくり」を目指します。

社会実装を目指す新たな価値（プロジェクト目標）

お問い合わせ先 名古屋大学
 未来社会創造機構  マテリアルイノベーション研究所

愛知県名古屋市千種区不老町
TEL. 052-747-6846 ／ E-mail  opera_info@chem.material.nagoya-u.ac.jp

名古屋大学幹事機関

研究開発期間：2018年度～2022年度平成30年度採択

地域資源活用型エネルギーエコシステムを構築するための基盤技術
の創出

研究開発の成果
トピックス

カーボン材料は資源持続性と多様な機能を持つ
ことから企業や大学でその利活用を促進するた
めに、カーボン材料のデータベースの構築を進
めている。今後マテリアルズ・インフォマティッ
クスを活用した新規材料・デバイスの開発に貢
献する。
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オープンイノベーション機構連携型

京都大学
オープンイノベーション機構

超スマートエネルギー社会
基盤技術共創コンソーシアム

学内外支援組織との連携による
シーズ・ニーズ発掘

京都大学

京都大学 産官学連携本部

京都大学 学術研究支援室（KURA）

京大オリジナル（株）

（株）TLO 京都

京都大学イノベーションキャピタル（株）

大企業

中小企業

連携大学
地域発イノベーションの促進
京都府・京都市等の自治体

京都市産業技術研究所
等

支援

支援参画

参画

参画
協力

新たな研究
シーズを創出

非競争領域から
競争領域へ発展

大阪大学
奈良先端科学技術大学院大学
信州大学　等

コンソーシアム
概要

「Society5.0」およびその先に到来する極限的な省エネ・
低環境負荷・安全かつ高機能社会（「超スマート社会」）の
実現に向けて、京都大学発祥といえる革新的半導体技術を
中心として、材料・デバイス・回路・システム応用、さらに
は社会実装までをカバーする非競争的研究課題に対して、
組織的な産学連携体制を構築し取り組む「超スマートエネ
ルギー社会基盤技術共創コンソーシアム」を構築します。
本コンソーシアムでは、イノベーション創発のカギを握る学
理研究と普遍性のある高度技術の融合を推進するとともに、

「Society5.0」へと向かう大変革時代を技術力と創造力で
生き抜く次世代研究者の育成も図ります。

超スマートエネルギー社会基盤技術共創コンソーシアム
超スマート社会実現のカギを握る革新的半導体技術を基盤としたエネルギーイノベーションの創出

● 所属部署 大学院工学研究科
● 役　　職 教授木

き も と

本　恒
つねのぶ

暢領域統括

参画機関
（大学等）

大阪大学、奈良先端科学技術大学院大学、信州大学、京都
市産業技術研究所

参画機関
( 民間企業）

日本電産㈱、ローム㈱、スミダ電機㈱、㈱日立製作所、住友
電気工業㈱、㈱フジミインコーポレーテッド、日本ケミコン
㈱、神戸電機産業㈱、山洋電気㈱、上村工業㈱　（計10社）

「 学理研究と高度技術開発の融合により次世代パワー半導体イノベーションの創発を目指します 」

ウェブサイト （Web）▶http://www.opera.saci.kyoto-u.ac.jp/

本コンソーシアムでは、炭化珪素（SiC）を根幹とする次世代半導体の
学理探求とその応用技術の革新を図ります。SiCパワー半導体技術は、
学理研究、実用化共にわが国が世界のトップを走っていますが、依然と
して素子の信頼性や実装・回路技術に大きな課題を残しています。SiC
デバイスの性能をさらに向上することができれば、大幅なコスト減によ
り爆発的な普及と莫大な省エネ効果が期待できます。さらに、高速ス
イッチング、高温動作が可能であることから、電力変換機器やモータの
革新的な小型化等、これまでにない機能を付与することもできます。ま
た、SiCはパワー用途だけでなく、超高温・放射線下でも安定に動作す
ることから、燃焼炉制御や原子炉モニタ等への応用のほか、点欠陥を
積極的に活用することで超高感度磁気センサを実現することも可能で
す。このような技術的な優位性をさらに伸ばしながら、材料やデバイス
だけでなく、実装や回路方式を含めたシステム研究にも重点を置き、産
学で当該分野をリードする研究者および企業群でコンソーシアムを形
成することにより、効率的に資源を投入して研究開発を推進します。

社会実装を目指す新たな価値（プロジェクト目標）

お問い合わせ先 京都大学
 研究推進部産官学連携課

京都府京都市左京区吉田本町 36-1
TEL. 075-753-9183 ／ E-mail  opera@mail2.adm.kyoto-u.ac.jp

京都大学幹事機関

研究開発期間：2018年度～2022年度
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超スマート社会実現のカギを握る革新的半導体技術を基盤とした
エネルギーイノベーションの創出 研究開発の成果

トピックス

SiC を酸化すると界面に炭素欠陥が生成すること
を見出し、この欠陥生成を抑制するために SiC の
酸化を排除する独自の酸化膜形成方法を提案した。
この結果、従来のベストプロセスに比べて 2 倍の
MOSFET 特性（チャネル移動度）を達成した（図
の H2-CVD-NO）。
これは当該分野 20 年ぶりのブレークスルーと位置
付けられている。

平成30年度採択
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オープンイノベーション機構連携型 令和元年度採択

コンソーシアム
概要

情報化社会が進展してスマートフォンやタブレットなどの携帯情報端末が日
常生活に不可欠なものになり、また電気自動車（EV）へのパラダイムシフト
がグローバルに加速しています。これらには現在、液体の電解質を持つリチ
ウムイオン電池などが利用されていますが、さらに安全性が高く、コンパクト
で高性能な電池の開発が期待されています。菅野教授らが創り出した超イ
オン伝導体（固体電解質）は、固体中を高速でイオンが選択的に動き回り、か
つ低温から高温まで幅広い温度領域で作動する新しい材料であり、液漏れ
もなく安全性や安定性にも優れ、重量あたりのエネルギー密度も高い全固
体電池のキーテクノロジーです。本コンソーシアムでは、超イオン伝導体の
開発を世界的にリードしている技術優位性を活用し、全固体電池の実用化を
促進するための研究を行います。

全固体電池技術共創コンソーシアム
目的指向型材料科学による全固体電池技術の創出

● 所属部署 科学技術創成研究院　全固体電池研究センター
● 役　　職 特命教授菅

か ん の

野　了
りょうじ

次領域統括

参画機関
( 民間企業）

（株）アルバック、エボニックジャパン（株）、
LG Japan Lab （株）、Enpower Japan 

（株）、（株）エンビジョンAESCジャパン、
昭和電工マテリアルズ（株）、（株）GSユ
アサ、住友化学（株）、ソフトバンク（株）、
TeraWatt Technology （株）、日産自動
車（株）、三菱瓦斯化学（株）、三菱マテリアル

（株）、（株）リコー　（計14社）

「 全固体電池の基盤技術構築を目指して 」

ウェブサイト （Web）▶http://www.opera.iir.titech.ac.jp/

全固体電池の実用化に向けて、本プロジェクトではその共通基盤技
術の研究開発に取り組みます。全固体電池のキーテクノロジーは固
体中を動き回る超イオン伝導体（固体電解質）ですが、その重要な性
能指標であるイオン導電率の向上を目指します。イオン導電率が向
上することで、電池の出力特性を向上するだけでなく、充電特性の向
上も期待できます。次に、高いエネルギー密度を目指します。エネ
ルギー密度の向上は、同一容積・同一重量において蓄えられる電気
エネルギー量の増大に直結する重要な性能指標です。たとえば車
載用蓄電池の場合、航続距離の増加が見込まれます。また、全固体
電池の用途を拡大するため、幅広い温度領域で作動する全固体電池
の技術開発を行います。さらに技術課題と研究開発の進捗状況を
正確に反映した技術ロードマップの作成を行い、今後の技術開発の
指針としていきます。
本プロジェクトは東京工業大学のオープンイノベーション機構（OI機
構）と連携し、将来的には、非競争領域での研究成果を競争領域であ
る蓄電池開発に移行し、OI機構のもとで事業化を推進していくこと
を目指しています。

社会実装を目指す新たな価値（プロジェクト目標）

お問い合わせ先 東京工業大学
 科学技術創成研究院　全固体電池研究センター　OPERA 事務室

神奈川県横浜市緑区長津田町 4259　G1-28
TEL. 045-924-5555 ／ E-mail  office@opera.iir.titech.ac.jp

東京工業大学幹事機関

研究開発期間：2019年度～2023年度

目的指向型材料科学による全固体電池技術の創出
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オープンイノベーション機構連携型

コンソーシアム
概要

本プロジェクトでは、亜塩素酸イオンの水溶液中に存在する水性ラジカルを、酸・
光・温度・マイクロ波などによって活性化し、その活性化度を制御することに
関する学理を追究して、 メタン酸化をはじめとした高難度の化学反応を開拓す
るとともに、高分子そのものの表面酸化修飾による高機能化のほか、理化学機
器や医療機器に用いるデバイスへの応用、食品添加物・農薬・医薬品などへの
応用を指向した基盤科学を追究する。 また、合成化学・高分子化学・分析化学・
農学・薬学・医学にまたがる幅広い分野の専門性と広い視野を備えた人材を育
成する。

酸化制御共創コンソーシアム
安全な酸化剤による革新的な酸化反応活性化制御技術の創出

● 所属部署 大学院薬学研究科
● 役　　職 教授井

いのうえ

上　豪
つよし

　領域統括

参画機関
( 民間企業）

㈱エースネット、大塚ホールディング
ス㈱、マイクロ波化学㈱、日本電子
㈱、㈱マンダム、アース環境サービ
ス㈱、アース製薬㈱（計7社）

「 亜塩素酸イオンの活性化を自在に操り、新しい世界を拓く！ ～ 9 つの SDGs に大きく貢献します～ 」

亜塩素酸イオンを主剤とする要時生成型二酸化塩素水溶液は
除菌・消臭剤として利用されています。本液剤をより安全とする
ことによって、食品添加物や農薬・医薬品等への応用化を目指
します。また、新型コロナウイルスへの効果も見られ、安全性を
確立すれば、感染症からの脱却も期待できます。
一方、水溶液中で生成する二酸化塩素の活性種を光で活性化
すると、常温・常圧下でメタンからメタノールとギ酸に高収率で
変換できる。本技術を踏まえ、高効率なバイオメタンガス等か
らの液体燃料供給システムを確立させ、燃料電池社会の実現に
よる二酸化炭素削減問題の一助となると期待されています。さ
らに、本技術を高分子ポリマーの表面酸化修飾に応用し、新素
材の開発や、高感度の理化学機器や医療機器等、様々なデバイ
スへの応用も目指します。

社会実装を目指す新たな価値（プロジェクト目標）

ウェブサイト （Web）▶https://co2oc.jp/

安全な酸化剤による革新的な酸化反応活性化制御技術の創出

お問い合わせ先 大阪大学
 大学院薬学研究科　創成薬学専攻　生体構造機能分析分野

大阪府吹田市山田丘 1-6
TEL. 06-6879-8205 ／ E-mail  t_inoue@phs.osaka-u.ac.jp

大阪大学幹事機関

研究開発期間：2019年度～2023年度

研究開発の成果
トピックス

令和元年度採択
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O
PERA

各大学の産学連携マネジメント改革について

●  OPERAは、「組織」対「組織」の産学連携の拡大・深化を目指し、大学の研究開発と研究開発マネジメント（大
学の産学連携マネジメント）の両面を推進するプログラムです。

●  また、「未来投資戦略2018」（平成30年6月15日閣議決定）における「2025年度までに大学・国立研究開
発法人等に対する企業の投資額を2014年の水準の3倍とする」という政府目標の達成に向け、「産学官連
携による共同研究強化のためのガイドライン」（平成28年11月30日イノベーション促進産学官対話会議事
務局）（以下、ガイドラインという）に基づく大学等の産学連携システム改革を加速するためのプログラムと
しても位置づけられています。

●  大学には、ガイドラインに基づく取り組みを積極的に実行するように、いくつのマネジメントの項目を取り込
んできました。

・ 未来投資戦略2018
　https://www.kantei.go.jp/jp/singi/keizaisaisei/pdf/miraitousi2018_zentai.pdf
・ 産学官連携による共同研究強化のためのガイドライン
　https://www.mext.go.jp/a_menu/kagaku/taiwa/1380912.htm
・ 産学官連携による共同研究強化のためのガイドライン【追補版】 
　https://www.mext.go.jp/a_menu/shinkou/sangaku/mext_00778.html

OPERAでの取り組みを通じて、各大学でマネジメント改革が進められています。
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・ 費用負担の適正化・管理業務の
高度化

・財政基盤の強化
・「知」への価値づけ
・コストの適切な配分

「資金」の好循環

・知的財産マネジメントの強化
・リスクマネジメントの強化
・ 知的財産権の積極的活用を前提

とした契約
「  知  」の好循環

・ クロスアポイントメント 
制度等の活用

・人事評価制度の改革「人材」の好循環

大 学 に 期 待 さ れ る 機 能

◆産学官連携の更なる発展のために検討すべき事項
・大学等の外部の組織の活用
・研究・産学官連携に対するエフォートの確保

オープンイノベーション機構連携型について
文部科学省「オープンイノベーション機構の整備事業」では、大学が企業と「組織」対「組織」での「本格的な産学官連携」を進めるため、
産業界や専門家等の経験豊富な人材を招聘し、大学の組織・制度を強化しながら、企業の事業戦略に深く関わる大型共同研究の集
中的マネジメント体制「オープンイノベーション機構」を、自立的に運営していくための体制整備に対して支援を行っています。
https://www.mext.go.jp/a_menu/kagaku/openinnovation/index.htm

OPERA オープンイノベーション機構連携型では、「オープンイノベーション機構」での競争領域における大型共同研究の基盤となる、
非競争領域での産学共同研究、博士課程学生等の人材育成及び産学連携システム改革を一体的に推進します。
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● 知の好循環 広島大学
広島大学は、「ゲノム編集コンソーシアム」において、知財マネジメントの強化を積極的に実施。
● コンソーシアム内では研究推進協議会をとおして基本的な知財戦略を共有
● 個別課題で生まれる発明による出願、公開、権利化は課題毎に迅速対応
● 権利保有機関の意向尊重のうえで、権利元と領域統括、知財戦略部門が協議して、コンソーシアム内でフレキシブルに活用

100％ 80％ 65％ 50％

80％ 65％ 50％ 45％

65％ 50％ 45％ 40％

50％ 45％ 40％ 30％

● 資金の好循環 山形大学

● 資金の好循環 千葉大学

山形大学は、費用負担の適正化を図り、新たな間接経費ルール
を導入。2018年10月から本格実施。

千葉大学では、財務諸表から算出した間接経費の必要額によ
り、平成28年4月1日に規程を改正し、共同研究における間接
経費の標準額を直接経費の30％に設定。

●  産学官連携における費用負担の適正化・管理業務の高度化を
図ることから、直接経費と間接経費を明確化。間接経費として
30%を徴収。

●  企業からの理解を得るため、間接経費の積算根拠の明確化、税制
優遇に関する説明等により、間接経費の確保に努めている。

26



東北大学では、途中参画機関にも門戸を開き、新規参入を促進。
新規参入の促進が、非競争領域での課題の早期解決につながると期待。

● 知の好循環 慶應義塾大学

● 知の好循環 東北大学

慶應義塾大学では、コンソーシアムに広く公開されるデータに
ついて、個別の共同研究において仮名化空間で研究を実施する
場合の方針を策定。
●  平均値等の記述統計データとして蓄積し、知的財産権の発生のリ

スク低減。
●  企業との共同研究は慶應義塾大学内で実施し、発生した知的財産

は原則として慶應義塾大学に帰属。
●  データ解析により創出される成果物の取扱い基準に合意したう

えで使用。

● 人材の好循環 東京農工大学
東京農工大学は、学際的・分野融合的領域の研究活動ができ
る若手研究者人材の育成を⽬指し、以下のような取り組みを検
討・実施。
●  各研究課題分野の民間企業との共同研究の現場へ派遣。
●  コンソーシアム内の異なる分野の共同研究への挑戦。
　 あえて困難な課題に挑戦する環境に身を置く「武者修行」の施策

のひとつとして、「若手研究者交流会」の実施。
●  学内の他プログラム（卓越大学院、理系研究者ビジョナリープロ

グラム、学長裁量経費での海外派遣制度）やコンソーシアム外の
共同研究との連携。

●  博士課程人材の参画を促す経済的支援制度の確立（2019年度よ
り全学実施）。
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● 人材の好循環 豊橋技術科学大学
豊橋技術科学大学では、センシング技術者に必須
の知識や技術を含む内容であると認定された科⽬を

「マルチモーダルセンシング基礎」として必修科⽬
を開講。この科⽬は、右図に示すGCOEセンシング
アーキテクト教育プログラムの流れを汲むものであ
る。センシングデバイスを専門とする学生・専門と
しない学生いずれにも対応可能とした。

● 人材の好循環 信州大学
信州大学は、雇用するRAに対して、「アドバンスト・リサーチ・
アシスタント（ARA）」の名称を付与し、通常のRAよりも給与面
で優遇する。
●  イノベーションの担い手となる優秀な大学院博士課程人材を、民

間資金で雇用し、研究者として産学共同研究に参画させ、専門以
外の幅広い知見も得られる環境を提供している。

●  ARA修了者のうち、OPERA参画企業に就職し活躍する者、大学
発ベンチャーを起業し、企業研究者としてOPERAに参画する者
もいて、人材の好循環ができている。

名古屋大学は、競争領域への移行に向けたOI支援方針を策定。
●  ロードマップにおいて、競争領域への移行時期が速いものから支援。

1． 情報共有・連携のための仕組みつくり：コンソーシアムの運営
委員会にOI推進室の副室長がメンバーとして参加

2．ロードマップの共有：設定目標の適正や時間軸の検討を実施
3．研究加速によるマイルストーン達成の早期化
4．参画企業の勧誘：研究加速、垂直連携
5．知財戦略：強い特許網構築への特許調査を実施
6．新規テーマの企画：補強研究の企画の支援を実施
7． ベンチャー（事業化） 支援：必要なスキームや資金、連携先等

をビジネスプロモーターの協力により支援
●  継続的な発展に向けて、OI推進室との定例会議開催、連携活動等

を推進。
●  これまでに、OPERA-OI連絡会3回、コンソーシアム内での研究加

速支援1件、事業化・競争領域移行支援3件を実施。

● オープンイノベーション機構との連携 名古屋大学
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